
公益法人
の区分

国所管、
都道府
県所管
の区分

応札・
応募者数

該当なし

公共調達の適正化について（平成18年８月25日付財計第2017号）に基づく競争入札に係る情報の公表(公共工事）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年６月１日  行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

公共工事の
名称、場所、
期間及び種別

契約担当官等の氏名
並びにその所属する
部局の名称及び所在地

契約を
締結した日

契約の相手方の
商号又は名称
及び住所

法人番号

一般競争契約・
指名競争入札

の別
(総合評価の実施）

予定価格 契約金額

令和６年度１１月分

落札率

公益法人の場合

備考



公益法人
の区分

国所管、
都道府
県所管
の区分

応札・
応募者数

該当なし

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表(公共工事）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日  行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

公共工事の
名称、場所、
期間及び種別

契約担当官等の氏名
並びにその所属する
部局の名称及び所在地

契約を
締結した日

契約の相手方の
商号又は名称

及び住所

随意契約による
こととした会計
法令の根拠条文

及び理由
(企画競争
又は公募）

予定価格 契約金額

令和６年度１１月分

落札率
再就職の
役員の数

公益法人の場合

備考法人番号



公益法人
の区分

国所管、
都道府
県所管
の区分

応札・
応募者数

宿舎借上（宮古島）ほか
１ＳＴ

契約担当官
陸上自衛隊
教育訓練研究本部
会計課長　向井　浩治
東京都目黒区
中目黒２－２－１

2024/11/12
京浜トラベルサービス㈱
神奈川県川崎市川崎区南町
２２番３号

7020001082161
一般競争契約

（なし）
1,600,500 1,582,900 98.9%

ｅラーニング検証用器材
等借上
１ＳＴ

契約担当官
陸上自衛隊
教育訓練研究本部
会計課長　向井　浩治
東京都目黒区
中目黒２－２－１

2024/11/14
㈱ＪＥＣＣ
東京都千代田区丸の内３丁
目４番１号

2010001033475
一般競争契約

（なし） 114,850,678 81,028,420 70.5%

ｅラーニング検証支援役
務
１ＳＴ

契約担当官
陸上自衛隊
教育訓練研究本部
会計課長　向井　浩治
東京都目黒区
中目黒２－２－１

2024/11/14
㈱シビルタスク
北海道札幌市白石区川北２
３２７番地２

6430001080744
一般競争契約

（なし）
44,551,513 10,994,445 24.6%

ｅラーニングコンテンツ
作成
１ＳＴ

契約担当官
陸上自衛隊
教育訓練研究本部
会計課長　向井　浩治
東京都目黒区
中目黒２－２－１

2024/11/14
橋本工業㈱
大阪府堺市堺区海山町３丁
１５６番地

8120101005523
一般競争契約

（なし） 3,993,000 2,112,000 52.8%

研究映像制作
１ＳＴ

契約担当官
陸上自衛隊
教育訓練研究本部
会計課長　向井　浩治
東京都目黒区
中目黒２－２－１

2024/11/20
ソニーピーシーエル㈱
東京都港区港南１丁目７番
１８号

8010701005314
一般競争契約

（なし） 3,300,000 3,300,000 100.0%

公共調達の適正化について（平成18年８月25日付財計第2017号）に基づく競争入札に係る情報の公表(物品・役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年６月１日  行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の
名称及び数量

契約担当官等の氏名
並びにその所属する
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契約を
締結した日

契約の相手方の
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及び住所

法人番号

一般競争契約・
指名競争入札
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(総合評価の実施）
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令和６年度１１月分

落札率

公益法人の場合

備考



公益法人
の区分

国所管、
都道府
県所管
の区分

応札・
応募者数

該当なし

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表(物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日  行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の
名称及び数量

契約担当官等の氏名
並びにその所属する
部局の名称及び所在地

契約を
締結した日

契約の相手方の
商号又は名称

及び住所

令和６年度１１月分

法人番号

随意契約による
こととした会計
法令の根拠条文

及び理由
(企画競争
又は公募）

予定価格 契約金額 落札率
再就職の
役員の数

公益法人の場合

備考


